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　（注１）　本書中の「公開買付者」とは、株式会社ＮＴＴドコモをいいます。

　（注２）　本書中の「対象者」とは、住信ＳＢＩネット銀行株式会社をいいます。

　（注３）　本書中の記載において計数が四捨五入又は切捨てされている場合、合計として記載される数値は計数の総和

と必ずしも一致しません。

　（注４）　本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注５）　本書中の「令」とは、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。）をいい

ます。

　（注６）　本書中の「府令」とは、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵

省令第38号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注７）　本書の提出に係る公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）は、法で定められた手続及び情報開示

基準に従い実施されるものです。

　（注８）　本書中の「株券等」とは、株式に係る権利をいいます。

　（注９）　本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日数又

は日時を指すものとします。

　（注10）　本書中の「営業日」とは、行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号。その後の改正を含みま

す。）第１条第１項各号に掲げる日を除いた日をいいます。
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１【公開買付届出書の訂正届出書の提出理由】
　2025年５月30日付で提出した公開買付届出書（その後訂正された内容を含みます。）につきまして、公開買付者にお

いて2025年６月16日付で役員の異動が生じたこと、及び対象者が2025年６月17日付で事業年度第18期（自　2024年４月

１日　至　2025年３月31日）に係る有価証券報告書を関東財務局長に提出したことに伴い、記載事項の一部に訂正すべ

き事項が生じましたので、これを訂正するとともに、当該有価証券報告書を添付書類に追加するため、法第27条の８第

２項の規定に基づき、公開買付届出書の訂正届出書を提出するものです。

 

２【訂正事項】
Ⅰ　公開買付届出書

第２　公開買付者の状況

１　会社の場合

(1）会社の概要

⑤　役員の職歴及び所有株式の数

第５　対象者の状況

４　継続開示会社たる対象者に関する事項

(1）対象者が提出した書類

①　有価証券報告書及びその添付書類

②　半期報告書

６　その他

Ⅱ　公開買付届出書の添付書類

 

３【訂正前の内容及び訂正後の内容】
　訂正箇所には下線を付しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ＮＴＴドコモ(E04463)

訂正公開買付届出書

 2/14



Ⅰ　公開買付届出書

第２【公開買付者の状況】

１【会社の場合】

（１）【会社の概要】

⑤【役員の職歴及び所有株式の数】

　　（訂正前）

2025年５月30日現在
 

役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

代表取締役 社長 前田　義晃
1970年

４月４日

2000年５月　当社　入社

2013年７月　当社　マーケットビジネス推進部長

2015年７月　当社　コンシューマビジネス推進部長

2016年７月　当社　プラットフォームビジネス推進部長

2017年６月　当社　執行役員　プラットフォームビジネス推進

部長

2020年６月　当社　常務執行役員　プラットフォームビジネス

推進部長、デジタルマーケティング推進部長兼務

2020年７月　当社　常務執行役員　マーケティングプラット

フォーム本部長

2022年６月　当社　代表取締役副社長　マーケティングプラッ

トフォーム本部長、スマートライフビジネス本部

長兼務

データ活用戦略担当

2022年７月　当社　代表取締役副社長　スマートライフカンパ

ニー長

データ活用戦略、スマートライフカンパニー担当

2024年６月　当社　代表取締役社長（現在に至る）

―

代表取締役 副社長 齋藤　武
1966年

11月５日

1989年４月　日本電信電話株式会社　入社

2013年６月　当社　人事部　担当部長

2016年６月　当社　第一法人営業部長

2019年６月　当社　執行役員　第一法人営業部長

2020年６月　当社　執行役員　九州支社長

同　株式会社ドコモCS九州　代表取締役社長

2022年６月　当社　常務執行役員　関西支社長

同　株式会社ドコモCS関西　代表取締役社長

2024年６月　当社　代表取締役副社長　スマートライフカンパ

ニー長　スマートライフカンパニー、営業、デー

タ活用戦略、情報戦略担当

2024年７月　当社　代表取締役副社長　コンシューマサービス

カンパニー長　コンシューマサービスカンパ

ニー、データ活用戦略、情報戦略担当（現在に至

る）

―

代表取締役 副社長 小林　啓太
1966年

12月30日

1990年４月　日本電信電話株式会社　入社

2010年７月　当社　財務部　担当部長

2014年７月　当社　関西支社　企画総務部長

2017年６月　当社　広報部長

2020年６月　当社　執行役員　財務部　次長

2020年12月　当社　執行役員　財務部長

2023年６月　当社　常務執行役員　財務部長

2024年６月　当社　代表取締役副社長　国際、コーポレート、

財務、グループ事業推進、アライアンス担当

2024年７月　当社　代表取締役副社長　コーポレート、財務、

グループ事業推進、アライアンス担当（現在に至

る）

―
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役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

代表取締役 副社長 佐藤　隆明
1967年

３月21日

1990年４月　日本電信電話株式会社　入社

2011年７月　当社　研究開発推進部　担当部長

2014年７月　当社　R&D戦略部　担当部長

2016年７月　当社　サービスデザイン部長

2019年７月　当社　サービスイノベーション部長

2020年６月　当社　執行役員　北陸支社長

同　株式会社ドコモCS北陸　代表取締役社長

2023年６月　当社　常務執行役員　R&Dイノベーション本部長

2024年６月　当社　代表取締役副社長　R&Dイノベーション本部

長　技術、デバイス、資材、ネットワーク担当

（現在に至る）

―

取締役 ― 新宅　正明
1954年

９月10日

1978年４月　日本アイ・ビー・エム株式会社入社

1991年12月　日本オラクル株式会社入社

2000年８月　同社　代表取締役社長

2001年１月　米国オラクル・コーポレーション　上級副社長

2008年４月　認定ＮＰＯ法人　スペシャルオリンピックス日本

（現　公益財団法人スペシャルオリンピックス日

本）　　副理事長

2008年６月　日本オラクル株式会社　代表取締役会長

2008年８月　同社　エグゼクティブアドバイザー

2009年11月　株式会社ファーストリテイリング　社外取締役

（現在に至る）

2011年７月　クックパッド株式会社　社外取締役

2015年12月　株式会社ワークスアプリケーションズ　社外取締

役

2019年３月　公益財団法人スペシャルオリンピックス日本　参

与

2020年６月　当社　社外取締役（現在に至る）

2021年６月　エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社　社外取締役

2022年１月　同社　取締役（現在に至る）

2023年４月　順天堂大学医学部附属順天堂医院　外部監査委員

（現在に至る）

―

取締役 ― 菊地　伸
1960年

１月17日

1982年４月　自治省（現　総務省）入省

1989年４月　弁護士登録（第41期）・第二東京弁護士会所属

（現在に至る）

同　森綜合法律事務所（現　森・濱田松本法律事務

所）入所

1997年９月　ニューヨーク州弁護士登録（現在に至る）

1998年４月　日比谷パーク法律事務所　設立パートナー

2004年10月　森・濱田松本法律事務所　パートナー

2005年６月　株式会社ジャフコ　社外監査役

2010年４月　東京大学大学院法学政治学研究科　客員教授

2020年４月　外苑法律事務所　パートナー弁護士（現在に至

る）

2020年６月　当社　社外取締役（現在に至る）

2022年６月　株式会社博報堂ＤＹホールディングス　社外監査

役（現在に至る）

同　株式会社読売広告社　社外監査役

2023年６月　株式会社民間資金等活用事業推進機構　社外監査

役（現在に至る）

―

取締役 ― 石渡　明美
1960年

８月23日

1983年４月　ブリストル・マイヤーズ株式会社　入社

1985年12月　花王株式会社　入社

2010年３月　同社　生活者研究センター　センター長

2015年３月　同社　執行役員　コーポレートコミュニケーショ

ン部門　統括

2021年１月　同社　エグゼクティブ・フェロー

2022年１月　同社　特命フェロー

2022年６月　当社　社外取締役（現在に至る）

同　ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディ

ングス株式会社　社外取締役（現在に至る）

―
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役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

取締役 ― 栗山　浩樹
1961年

５月27日

1985年４月　日本電信電話株式会社　入社

2014年６月　同　取締役　新ビジネス推進室長

2019年６月　同　常務取締役　新ビジネス推進室長

2020年６月　同　執行役員

同　エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社　代表取締役副社長

ビジネスソリューション本部長

2021年６月　同　代表取締役副社長　副社長執行役員

ビジネスソリューション本部長

2021年７月　同　代表取締役副社長　副社長執行役員

ビジネスソリューション本部長、ビジネスソ

リューション本部スマートワールドビジネス部長

兼務

2022年６月　当社　代表取締役副社長

国際、コーポレート、財務、グループ事業推進、

アライアンス、情報戦略担当

2023年６月　当社　代表取締役副社長

国際、コーポレート、財務、グループ事業推進、

アライアンス、情報戦略、CSR担当

2024年５月　グローバル事業企画株式会社　代表取締役社長

（現在に至る）

（現　株式会社NTTドコモ・グローバル）

2024年６月　当社　取締役（現在に至る）

 

取締役 ― 小島　克重
1965年

９月12日

1989年４月　日本電信電話株式会社　入社

2019年６月　エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社　取締役　第四営業本部長

2020年４月　同　取締役　ビジネスソリューション本部　第三

ビジネスソリューション部長　第四ビジネスソ

リューション部長兼務

2020年６月　同　取締役　ビジネスソリューション本部　第四

ビジネスソリューション部長

2021年６月　同　執行役員　ビジネスソリューション本部　第

四ビジネスソリューション部長

2023年６月　同　常務執行役員　ビジネスソリューション本部

長

2024年６月　同　代表取締役社長　社長執行役員（現在に至

る）

同　当社　取締役（現在に至る）

―

取締役 ― 黒岩　真人
1958年

９月29日

1981年４月　日本電信電話公社入社

2011年６月　エヌ・ティ・ティ・コムウェア株式会社　取締

役　経営企画部長

2013年６月　同社　取締役　通信ビジネス事業本部　営業部長

2014年６月　同社　取締役　ネットワーク事業本部長

2015年６月　同社　常務取締役　ネットワーク事業本部長

2017年６月　同社　代表取締役副社長　通信ビジネス事業本部

長

2017年７月　同社　代表取締役副社長　テレコムビジネス事業

本部長

2021年６月　同社　代表取締役社長

2022年１月　当社　取締役（現在に至る）

2022年６月　エヌ・ティ・ティ・コムウェア株式会社　代表取

締役社長　社長執行役員（現在に至る）

―
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役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

取締役 ― 爪長　美菜子
1972年

４月26日

1995年４月　日本電信電話株式会社　入社

2014年10月　エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社　西日本営業本部　第一営業部門　担当部長

2017年７月　同　経営企画部　サービス戦略部門　担当部長

2019年６月　同　経営企画部　営業戦略部門　担当部長

2020年４月　同　ビジネスソリューション本部　事業推進部　

事業推進部門長

2020年６月　日本電信電話株式会社　新ビジネス推進室　担当

部長

2022年６月　エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社　取締役

2023年６月　日本電信電話株式会社　執行役員　研究開発マー

ケティング本部　マーケティング部門長

同　日本情報通信株式会社　取締役（現在に至る）

2024年６月　当社　取締役（現在に至る）

同　日本電信電話株式会社　執行役員　研究開発マー

ケティング本部　アライアンス部門長（現在に至

る）

―

取締役

（常勤監査等委員）
― 白川　貴久子

1963年

６月９日

1988年４月　日本電信電話株式会社　入社

2006年４月　株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西　マーケ

ティング本部代理店営業部部門長

2008年７月　当社　関西支社マーケティング本部代理店営業部

部門長

2009年７月　当社　情報システム部担当部長

2018年７月　当社　執行役員　デジタルマーケティング推進部

長

2020年６月　当社　執行役員　中国支社長

2023年６月　当社　取締役（常勤監査等委員）（現在に至る）

―

取締役

（常勤監査等委員）
― 齋藤　謙二郎

1959年

７月10日

1983年４月　日本電信電話公社　入社

2012年11月　エヌ・ティ・ティ・コムウェア株式会社　経営企

画部　担当部長

2013年６月　同社　取締役　経営企画部長

2016年６月　同社　常務取締役　経営企画部長　ビジネスクリ

エーション部長

2019年６月　同社　常務取締役　ネットワーククラウド事業本

部長

2020年６月　同社　代表取締役副社長　ネットワーククラウド

事業本部長

2022年６月　当社　取締役（常勤監査等委員）（現在に至る）

―

取締役

（常勤監査等委員）
― 原田　清志

1962年

１月11日

1986年４月　日本電信電話株式会社　入社

2015年６月　東日本電信電話株式会社　取締役　神奈川事業部

長　神奈川事業部神奈川支店長兼務

2016年６月　同　取締役　ビジネス＆オフィス営業推進本部　

副本部長　ビジネス＆オフィス営業推進本部　ビ

ジネス営業部長兼務

同　株式会社NTT東日本－南関東　取締役

2017年７月　東日本電信電話株式会社　取締役　ビジネスイノ

ベーション本部　副本部長　ビジネスイノベー

ション本部　バリュークリエイト部長兼務

2019年６月　NTTファイナンス株式会社　常務取締役　ビリング

事業本部長

2022年６月　同　代表取締役副社長　ビリング事業本部長

2024年６月　当社　社外取締役（常勤監査等委員）（現在に至

る）

―
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役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

取締役

（常勤監査等委員）
― 池田　佳隆

1961年

11月22日

1984年４月　日本電信電話公社　入社

2010年７月　西日本電信電話株式会社　岐阜支店長

2012年６月　同社　兵庫支店長　関西事業本部　副本部長兼務

2014年６月　エヌ・ティ・ティ・コムウェア株式会社　取締

役　総務人事部長

2018年６月　エヌ・ティ・ティ・ビジネスアソシエ株式会社　

常務取締役　企画総務部長　事業連携推進部長

2022年６月　当社　社外取締役（常勤監査等委員）（現在に至

る）

―

取締役

（監査等委員）
― 千葉　通子

1961年

６月27日

1984年４月　東京都庁　入庁

1989年10月　太田昭和監査法人（現EY新日本有限責任監査法

人）　入所

1993年３月　公認会計士登録

2004年５月　新日本監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）

パートナー

2010年７月　新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限責任監

査法人）　シニアパートナー

2016年９月　千葉公認会計士事務所　公認会計士（現在に至

る）

2018年６月　カシオ計算機株式会社　社外監査役

2019年３月　ＤＩＣ株式会社　社外監査役

2019年６月　カシオ計算機株式会社　社外取締役　監査等委員

（現在に至る）

同　ＴＤＫ株式会社　社外監査役

2022年４月　金融庁　公認会計士・監査審査会委員（現在に至

る）

2022年６月　当社　社外取締役（監査等委員）（現在に至る）

2023年６月　株式会社ニコン　社外取締役（監査等委員）（現

在に至る）

2024年６月　三井不動産株式会社　社外監査役（現在に至る）

―

計 ―
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　　（訂正後）

2025年６月16日現在
 

役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

代表取締役 社長 前田　義晃
1970年

４月４日

2000年５月　当社　入社

2013年７月　当社　マーケットビジネス推進部長

2015年７月　当社　コンシューマビジネス推進部長

2016年７月　当社　プラットフォームビジネス推進部長

2017年６月　当社　執行役員　プラットフォームビジネス推進

部長

2020年６月　当社　常務執行役員　プラットフォームビジネス

推進部長、デジタルマーケティング推進部長兼務

2020年７月　当社　常務執行役員　マーケティングプラット

フォーム本部長

2022年６月　当社　代表取締役副社長　マーケティングプラッ

トフォーム本部長、スマートライフビジネス本部

長兼務

データ活用戦略担当

2022年７月　当社　代表取締役副社長　スマートライフカンパ

ニー長

データ活用戦略、スマートライフカンパニー担当

2024年６月　当社　代表取締役社長（現在に至る）

―

代表取締役 副社長 齋藤　武
1966年

11月５日

1989年４月　日本電信電話株式会社　入社

2013年６月　当社　人事部　担当部長

2016年６月　当社　第一法人営業部長

2019年６月　当社　執行役員　第一法人営業部長

2020年６月　当社　執行役員　九州支社長

同　株式会社ドコモCS九州　代表取締役社長

2022年６月　当社　常務執行役員　関西支社長

同　株式会社ドコモCS関西　代表取締役社長

2024年６月　当社　代表取締役副社長　スマートライフカンパ

ニー長　スマートライフカンパニー、営業、デー

タ活用戦略、情報戦略担当

2024年７月　当社　代表取締役副社長　コンシューマサービス

カンパニー長　コンシューマサービスカンパ

ニー、データ活用戦略、情報戦略担当（現在に至

る）

―

代表取締役 副社長 小林　啓太
1966年

12月30日

1990年４月　日本電信電話株式会社　入社

2010年７月　当社　財務部　担当部長

2014年７月　当社　関西支社　企画総務部長

2017年６月　当社　広報部長

2020年６月　当社　執行役員　財務部　次長

2020年12月　当社　執行役員　財務部長

2023年６月　当社　常務執行役員　財務部長

2024年６月　当社　代表取締役副社長　国際、コーポレート、

財務、グループ事業推進、アライアンス担当

2024年７月　当社　代表取締役副社長　コーポレート、財務、

グループ事業推進、アライアンス担当（現在に至

る）

―
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役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

代表取締役 副社長 佐藤　隆明
1967年

３月21日

1990年４月　日本電信電話株式会社　入社

2011年７月　当社　研究開発推進部　担当部長

2014年７月　当社　R&D戦略部　担当部長

2016年７月　当社　サービスデザイン部長

2019年７月　当社　サービスイノベーション部長

2020年６月　当社　執行役員　北陸支社長

同　株式会社ドコモCS北陸　代表取締役社長

2023年６月　当社　常務執行役員　R&Dイノベーション本部長

2024年６月　当社　代表取締役副社長　R&Dイノベーション本部

長　技術、デバイス、資材、ネットワーク担当

（現在に至る）

―

取締役 ― 石渡　明美
1960年

８月23日

1983年４月　ブリストル・マイヤーズ株式会社　入社

1985年12月　花王株式会社　入社

2010年３月　同社　生活者研究センター　センター長

2015年３月　同社　執行役員　コーポレートコミュニケーショ

ン部門　統括

2021年１月　同社　エグゼクティブ・フェロー

2022年１月　同社　特命フェロー

2022年６月　当社　社外取締役（現在に至る）

同　ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディ

ングス株式会社　社外取締役（現在に至る）

―

取締役 ― 中川　いち朗
1962年

11月６日

1985年　　　日本アイ・ビー・エム株式会社　入社

2004年　　　同　理事

2010年　　　日本ヒューレット・パッカード株式会社（現　株

式会社日本HP）　常務執行役員

2014年　　　シスコシステムズ合同会社　専務執行役員

2018年　　　同　副社長

2021年　　　同　代表執行役社長

2024年　　　McKinsey & Company, Inc.　シニア・アドバイ

ザー（現在に至る）

2025年　　　ピュア・ストレージ・ジャパン株式会社　会長

（現在に至る）

2025年６月　当社　社外取締役（現在に至る）

―

取締役 ― 道　あゆみ
1966年

１月16日

1988年４月　日本電信電話株式会社　入社

1995年４月　弁護士登録　松尾綜合法律事務所　入所

2001年９月　日本弁護士連合会　司法改革調査室　嘱託

2002年12月　くれたけ法律事務所　入所

2005年４月　弁護士法人渋谷パブリック法律事務所　入所

同　龍谷大学大学院法務研究科　客員教授

2008年９月　早稲田大学　大学院法務研究科　客員教授

2009年４月　同　教授（任期付）

同　弁護士法人早稲田大学リーガルクリニック　入所

（現在に至る）

2011年５月　日本司法支援センター　民事法律扶助課長

2013年５月　日本弁護士連合会　事務総長付特別嘱託

2015年10月　日本弁護士連合会　事務次長

2018年４月　東京弁護士会　副会長

2019年４月　日本司法支援センター　事務局長

2022年２月　株式会社新生銀行（現　株式会社SBI新生銀行）　

社外取締役

2023年６月　日清食品ホールディングス株式会社　社外監査役

（現在に至る）

2023年８月　日本弁護士連合会　司法調査室長（現在に至る）

2024年９月　レーザーテック株式会社　社外監査役（現在に至

る）

2025年６月　当社　社外取締役（現在に至る）

―
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役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

取締役 ― 栗山　浩樹
1961年

５月27日

1985年４月　日本電信電話株式会社　入社

2014年６月　同　取締役　新ビジネス推進室長

2019年６月　同　常務取締役　新ビジネス推進室長

2020年６月　同　執行役員

同　エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社　代表取締役副社長

ビジネスソリューション本部長

2021年６月　同　代表取締役副社長　副社長執行役員

ビジネスソリューション本部長

2021年７月　同　代表取締役副社長　副社長執行役員

ビジネスソリューション本部長、ビジネスソ

リューション本部スマートワールドビジネス部長

兼務

2022年６月　当社　代表取締役副社長

国際、コーポレート、財務、グループ事業推進、

アライアンス、情報戦略担当

2023年６月　当社　代表取締役副社長

国際、コーポレート、財務、グループ事業推進、

アライアンス、情報戦略、CSR担当

2024年５月　グローバル事業企画株式会社　代表取締役社長

（現在に至る）

（現　株式会社NTTドコモ・グローバル）

2024年６月　当社　取締役（現在に至る）

 

取締役 ― 小島　克重
1965年

９月12日

1989年４月　日本電信電話株式会社　入社

2019年６月　エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社　取締役　第四営業本部長

2020年４月　同　取締役　ビジネスソリューション本部　第三

ビジネスソリューション部長　第四ビジネスソ

リューション部長兼務

2020年６月　同　取締役　ビジネスソリューション本部　第四

ビジネスソリューション部長

2021年６月　同　執行役員　ビジネスソリューション本部　第

四ビジネスソリューション部長

2023年６月　同　常務執行役員　ビジネスソリューション本部

長

2024年６月　同　代表取締役社長　社長執行役員（現在に至

る）

同　当社　取締役（現在に至る）

―

取締役 ― 爪長　美菜子
1972年

４月26日

1995年４月　日本電信電話株式会社　入社

2014年10月　エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社　西日本営業本部　第一営業部門　担当部長

2017年７月　同　経営企画部　サービス戦略部門　担当部長

2019年６月　同　経営企画部　営業戦略部門　担当部長

2020年４月　同　ビジネスソリューション本部　事業推進部　

事業推進部門長

2020年６月　日本電信電話株式会社　新ビジネス推進室　担当

部長

2022年６月　エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社　取締役

2023年６月　日本電信電話株式会社　執行役員　研究開発マー

ケティング本部　マーケティング部門長

同　日本情報通信株式会社　取締役（現在に至る）

2024年６月　当社　取締役（現在に至る）

同　日本電信電話株式会社　執行役員　研究開発マー

ケティング本部　アライアンス部門長（現在に至

る）

―
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役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

取締役 ― 三ケ尻　哲也
1966年

４月９日

1991年４月　日本電信電話株式会社　入社

2015年６月　当社　ソリューションビジネス部長

2015年７月　当社　ソリューションサービス部長

2019年６月　当社　執行役員　四国支社長

同　株式会社ドコモCS四国　代表取締役社長

2021年６月　当社　執行役員　ビジネスクリエーション部長

2022年６月　当社　常務執行役員　スマートライフ推進部長

2022年７月　当社　常務執行役員　スマートライフ戦略部長

2023年６月　当社　常務執行役員　スマートライフカンパニー

統括長　データプラットフォーム部、コンシュー

ママーケティング部、スマートライフ戦略部担当

の統括長

2024年７月　当社　常務執行役員　コンシューマサービスカン

パニー統括長　データプラットフォーム部、カン

パニーコーポレート部、カンパニーファイナンス

部担当の　統括長

2025年６月　エヌ・ティ・ティ・コムウェア株式会社　代表取

締役社長　社長執行役員（現在に至る）

同　当社　取締役（現在に至る）

―

取締役

（常勤監査等委員）
― 白川　貴久子

1963年

６月９日

1988年４月　日本電信電話株式会社　入社

2006年４月　株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西　マーケ

ティング本部代理店営業部部門長

2008年７月　当社　関西支社マーケティング本部代理店営業部

部門長

2009年７月　当社　情報システム部担当部長

2018年７月　当社　執行役員　デジタルマーケティング推進部

長

2020年６月　当社　執行役員　中国支社長

2023年６月　当社　取締役（常勤監査等委員）（現在に至る）

―

取締役

（常勤監査等委員）
― 桑名　正人

1962年

７月13日

1986年４月　日本電信電話株式会社　入社

2016年６月　エヌ・ティ・ティ・コムウェア株式会社　取締

役　エンタープライズビジネス事業本部　事業企

画部長、経営企画部　営業企画室長兼務

2016年７月　同　取締役　エンタープライズビジネス事業本

部　事業企画部長、営業企画部長兼務、営業企画

部　戦略推進部門長兼務

2017年６月　同　取締役　営業企画部長、ビジネスインキュ

ベーション部長兼務、営業企画部　戦略推進部門

長兼務

2017年７月　同　取締役　営業企画部長、ビジネスインキュ

ベーション本部長兼務、営業企画部　戦略推進部

門長兼務

2020年６月　同　取締役　エンタープライズビジネス事業本部

長

2021年６月　同　常務取締役　エンタープライズビジネス事業

本部長

2022年６月　同　常務執行役員　エンタープライズビジネス事

業本部長

2022年12月　同　代表取締役副社長　副社長執行役員　エン

タープライズビジネス事業本部長

2024年７月　同　代表取締役副社長　副社長執行役員　ビジネ

ストランスフォーメーション事業本部長

2025年６月　当社　取締役（常勤監査等委員）（現在に至る）

―
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役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

取締役

（常勤監査等委員）
― 原田　清志

1962年

１月11日

1986年４月　日本電信電話株式会社　入社

2015年６月　東日本電信電話株式会社　取締役　神奈川事業部

長　神奈川事業部神奈川支店長兼務

2016年６月　同　取締役　ビジネス＆オフィス営業推進本部　

副本部長　ビジネス＆オフィス営業推進本部　ビ

ジネス営業部長兼務

同　株式会社NTT東日本－南関東　取締役

2017年７月　東日本電信電話株式会社　取締役　ビジネスイノ

ベーション本部　副本部長　ビジネスイノベー

ション本部　バリュークリエイト部長兼務

2019年６月　NTTファイナンス株式会社　常務取締役　ビリング

事業本部長

2022年６月　同　代表取締役副社長　ビリング事業本部長

2024年６月　当社　社外取締役（常勤監査等委員）（現在に至

る）

―

取締役

（常勤監査等委員）
― 池田　佳隆

1961年

11月22日

1984年４月　日本電信電話公社　入社

2010年７月　西日本電信電話株式会社　岐阜支店長

2012年６月　同社　兵庫支店長　関西事業本部　副本部長兼務

2014年６月　エヌ・ティ・ティ・コムウェア株式会社　取締

役　総務人事部長

2018年６月　エヌ・ティ・ティ・ビジネスアソシエ株式会社　

常務取締役　企画総務部長　事業連携推進部長

2022年６月　当社　社外取締役（常勤監査等委員）（現在に至

る）

―

取締役

（監査等委員）
― 千葉　通子

1961年

６月27日

1984年４月　東京都庁　入庁

1989年10月　太田昭和監査法人（現EY新日本有限責任監査法

人）　入所

1993年３月　公認会計士登録

2004年５月　新日本監査法人（現EY新日本有限責任監査法人）

パートナー

2010年７月　新日本有限責任監査法人（現EY新日本有限責任監

査法人）　シニアパートナー

2016年９月　千葉公認会計士事務所　公認会計士（現在に至

る）

2018年６月　カシオ計算機株式会社　社外監査役

2019年３月　ＤＩＣ株式会社　社外監査役

2019年６月　カシオ計算機株式会社　社外取締役　監査等委員

（現在に至る）

同　ＴＤＫ株式会社　社外監査役

2022年４月　金融庁　公認会計士・監査審査会委員（現在に至

る）

2022年６月　当社　社外取締役（監査等委員）（現在に至る）

2023年６月　株式会社ニコン　社外取締役（監査等委員）（現

在に至る）

2024年６月　三井不動産株式会社　社外監査役（現在に至る）

―

計 ―

　（注）　2025年６月16日付で以下のとおりの役員の異動が生じました。2025年６月16日現在、当該役員の異動について

登記申請手続中です。

新たに監査等委員でない取締役になる者

中川　いち朗

道　あゆみ

三ケ尻　哲也

新たに監査等委員である取締役になる者 桑名　正人

監査等委員でない取締役でなくなる者

新宅　正明

菊地　伸

黒岩　真人

監査等委員である取締役でなくなる者 齋藤　謙二郎
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第５【対象者の状況】

４【継続開示会社たる対象者に関する事項】

（１）【対象者が提出した書類】

①【有価証券報告書及びその添付書類】

　　（訂正前）

　事業年度　第16期（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）　2023年６月22日関東財務局長に提出

　事業年度　第17期（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）　2024年６月18日関東財務局長に提出

　事業年度　第18期（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）　2025年６月17日関東財務局長に提出予定

 

　　（訂正後）

　事業年度　第17期（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）　2024年６月18日関東財務局長に提出

　事業年度　第18期（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）　2025年６月17日関東財務局長に提出

 

②【半期報告書】

　　（訂正前）

　事業年度　第18期中（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）　2024年11月27日関東財務局長に提出

 

　　（訂正後）

　該当事項はありません。
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６【その他】

　　（訂正前）

(1）「2025年３月期　決算短信〔日本基準〕（連結）」の公表

　対象者は、2025年５月９日付で「2025年３月期　決算短信〔日本基準〕（連結）」を公表しております。なお、

当該公表の内容については、法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人の監査を受けていないとのことです。

また、以下の公表内容の概要は、対象者が公表した内容を一部抜粋したものであり、詳細につきましては、当該公

表の内容をご参照ください。

 

（ⅰ）損益の状況

会計期間 2025年３月期累計期間

経常収益 146,521百万円

経常費用 108,331百万円

経常利益 38,189百万円

特別利益 3,679百万円

特別損失 94百万円

当期純利益 28,127百万円

 

（ⅱ）１株当たりの状況

会計期間 2025年３月期累計期間

１株当たり当期純利益 186.54円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ―円

１株当たり配当額 19.00円

 

(2）「2026年３月期の配当予想の修正（無配）に関するお知らせ」の公表

（中略）

 

(3）本資本業務提携（ＳＢＩ）の公表

（後略）

 

　　（訂正後）

(1）「2026年３月期の配当予想の修正（無配）に関するお知らせ」の公表

（中略）

 

(2）本資本業務提携（ＳＢＩ）の公表

（後略）

 

Ⅱ　公開買付届出書の添付書類
　対象者が2025年６月17日付で事業年度第18期（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）に係る有価証券報告書を

関東財務局長に提出したため、府令第13条第１項第12号の規定による書面を本書に添付いたします。
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